
DX実践コンサルティング

DX実行計画から試行・検証に至る一連のDX実践を
強力にサポートします

政府は、「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」および「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を通じて、国民の

多様な幸せの実現をビジョンとして掲げ、➀AI・デジタル技術の徹底活用、②AIフレンドリーな環境整備、③競争・成長のため

の協調、④安全・安心なデジタル社会の形成、⑤デジタル人材の育成の5つの柱を中心にDX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）を進めています。

デジタル技術を活用して組織や業務を変革し、新たな価値を創造していく

ためには、組織のDXビジョンを実現する具体的な施策を計画し（DX実行計画）、

実現したい業務要求とそれを支えるシステムに必要な機能・性能等の要件を具体化

する（要件定義）必要があります。さらに、新しい技術やサービスが、行政の現場

で実際に機能し、社会課題の解決や業務効率化に役立つかどうかを本格導入前に

試行・検証するプロセス（PoC）が重要です。

富士通は、公共分野におけるDXの豊富な経験と知見を活かして、お客様のDX

の実践を強力にサポートいたします。

１．DX推進における課題

お客様のシステムや業務の特性、また調達フェーズなどの状況に応じて、最適なDXコンサルティングサービスを柔軟に提供し、

DXの実践を一気通貫でご支援します。

２．DX実践コンサルティングの概要

DX実行計画

DXビジョンを実現
する具体的な
施策を計画

要件定義

業務・システムの
要件を具体化

PoC

本格導入前の
試行・検証

DX推進に
おける課題

調査研究
コンサルティング

DX推進指標による診断を行い、組織のDX推進の成熟度や推進課題を明
らかにする。

課題分析結果

解決の方向性

アウトカム目標を達成するための施策体系やKPIを明らかにし、

DX推進のための具体的な施策を計画する。

組織が持続的に成果を創出できるDX推進の実行基盤を構築する。

DX実行計画

戦略マップ

DXによって創出される新たなサービスをデザインし、それを実

現するための業務及びシステムの要件を整理・明確化する。

次期調達につながる業務・機能・非機能要件を具体的に定義し、

確実なプロジェクト推進を実現する。

要件定義書

費用対効果分析結果

フィージビリティスタディやPoCを通じて、新しい技術やサービ

スが行政の現場で有効に機能するかを試行・検証する。

導入前に実効可能性や効果を確認し、本格導入を確実に推進する。

PoC検証結果

実効性評価

PoC で実証した技術をもとに、収益性や市場適合性を検証し、ビジネス
モデルとして成立するかを検証する。

収益性評価

事業性検証

2030年の社会経済やデジタル技術の進展を見据え、組織のTo-Be像を描
くことで、DXのアウトカム目標を明らかにする。
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お問い合わせ先

DX実践コンサルティング

富士通株式会社

パブリック事業本部 パブリックコンサルティング事業部

〒212-0014 神奈川県川崎市幸区大宮町１－５ JR川崎タワー

担 当：中川弘文（ ）、中村雄一（ ）

電 話：

DX実践支援に関する実績（一部抜粋）

3．本サービスの特長

富士通は、公共分野におけるDXの豊富な経験と知見を活かして、DXビジョンを実現する具体的な施策を計画した「DX実行計

画」、業務・システムの要件を具体化する「要件定義」、技術・サービスの本格導入前の施行・検証する「PoC」の一気通貫の

支援により、社会実装に向けたDXの実践を確実に推進します。

4．官公庁におけるサービス実績

富士通は、150件以上*の自治体様や省庁様向けのDX実践の支援をさせていただきました。これまでの豊富な実績に基づくナレッジや先行

事例を提供することで、お客様に最適なDX実践をご支援いたします。

業務及びシステムの課題を客観的に分析し、
アンケートやヒアリングでニーズを明確化
します。 化の目的と業務改革の方向性を
検討し、戦略マップにより のゴール・道
標を明らかにした 実行計画を策定します。

行政の現場の実効性を考慮した実証計画に
基づく を推進し、検証データの業務・
システム・費用の実行性検証により効果的
な社会実装と国民サービス向上に繋げます。

デジタル庁の標準ガイドラインに準拠し、業
務及びシステムの要件の中立性と具体性を確
保します。官公庁プロジェクトの知見を活か
し、費用対効果の高い要件定義を支援します。

戦略マップの例 ロードマップの例

小分類

1 システム入力負担の軽減 1-1 UIの改善

・システムの入力画面の改修

・検索機能の強化

・システムの操作性の向上

1-2 入力支援機能の標準化・高度化

・自動入力・入力補助機能の搭載

・誤入力・誤字脱字の検知機能の搭載

・文字起こしツールの導入

1-3 アラート機能・進捗管理機能の実装
・進捗管理機能の実装

・アラート機能の実装

2 多重入力・管理の排除 2-1 管理データの拡充

・紙媒体や外部ツールで管理しているデータのシス

テムへの統合

・組織ごとに管理されている情報の集約

・予算管理等の状況の可視化、報告の自動化

・処遇状況のデータ化・蓄積

・外字等への対応

2-2 帳票の電子化

・紙媒体の帳票の廃止、電子化

・システムで出力できる帳票の追加

・システムで出力できる帳票の改善

2-3 他システム間のデータ連携強化
・更生保護関連システム間のデータ連携強化

・法務省内の他組織・機関とのデータ連携強化

2-4
事件管理システム内のデータ

相互参照強化

・同一項目の自動参照

・保護観察所間の連携強化

・システムへの操作権限の再配置

3 決裁・回覧業務の効率化 3-1 ワークフローシステムの導入

・ワークフローシステムの導入

・誤入力の検知機能の実装

・アラート機能の実装

4 ノウハウの共有 4-1 通知書等様式の標準化 ・帳票の様式の統一

4-2 過去事例の共有
・過去事例の蓄積、共有

・過去事例を用いた研修の充実

4-3 制度や法令等の検索の強化
・法令や事務連絡の検索の強化

・制度や関係機関の案内の充実

スケジュール

大分類 中分類 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度以降

具体的な取組

（参考）次期システムの更改スケジュール

（参考）最高裁刑事新システムの更改スケジュール
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要件定義 設計・開発 運用

次期システム運用開始研修

利用者によるUI分析

UIデザイン方針検討

●共通

順次、ペーパレス化を前提とした業務へシフト

アジャイルによる画面・機能の設計・開発

順次、電子化

研修準備

●紙媒体や外部ツール等で管理しているデータの統合、組織ごとに管理されている情報の集約等

システムで管理するデータ範囲の検討 データの集約DB設計・開発

連携試験

連携試験

設計・開発 先行稼働（内部） 全庁導入

～R9.1頃

※最高裁新刑事システム

とはR9.1までに実施

※連携先システムの検討状況

によって変動

電子化準備（変換ツール準備等） 順次、電子化

●法令や事務連絡の検索の強化、制度や関係機関の案内の充実

検索ツール選定・導入

帳票の個別設計

●過去事例を用いた研修の充実

ワークフローの設計・開発

文書管理規則の見直し（様式）

●共通

各業務個別の規定・マニュアルの整備・見直し

✓ 情報の参照範囲の拡大、入力対象データの追加、帳票の電子化、発受のオン

ライン化等により、一部現行業務の見直しが発生

✓ 現行業務の規定やマニュアルを個別に整備している場合は、新たな運用に即

した内容への見直しが必要

機能設計・開発

電子化準備（変換ツール準備等）

文書管理規則の見直し（押印、保存期間等の電子化要件）

I/F設計・開発

対象となる事例・情報の検討

●紙媒体の帳票の廃止、電子化

●システムで出力できる帳票の追加/改善

帳票デザイン方針検討

●法務省内の他組織・機関とのデータ連携強化

関係機関との連携方法の調整

●共通

ワークフローの定義

●過去事例の蓄積、共有

●帳票の様式の統一

既存帳票の電子化範囲・方法の検討

出力帳票の範囲検討

●処遇状況のデータ化・蓄積

対象情報の検討

機能定義、データ関連整理

●更生保護関連システム間のデータ連携強化、同一項目の自動参照、保護観察所間の連携強化等

順次、研修等で活用

法務省内のデジタル化の拡大

／デジタルに対する意識醸成

／データの蓄積

次期システム更改

✓ 個別に導入するか、法務省共通のサー

ビスを利用するか要検討

システム構成図の例業務フローの例 PoCのデータ分析の例

DX実行計画

要件定義 PoC

実効性の高い
DX実践

DX実行計画（省庁様） 要件定義（省庁様） PoC（省庁様）

社会課題解決を目的としたDX推進を実現す
るための基本計画を策定。次期システム基
盤としてGSS及びガバメントクラウドの活
用に向けた調査及びガバメントクラウドの
利用申請支援を実施。

デジタルガバメント政策の実現に向けて、
紙を前提としたシステムとその周辺システ
ムをDX推進するため、現行調査、要件定義
案の作成、費用対効果の算出を実施。

物流分野のデータ連携基盤の社会実装に向
けて、複数業者・業界を跨る施行・検証
（ を実施した。また、 の検証デー
タの分析結果に基づき、社会実装に向けた
事業化モデル（ビジネスモデルキャンパ
ス）を検討を実施。

*2018-2023年度の実績を集計
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